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島田睛雄教授略歴 著作目録

*  2007年3月3 1日をもって慶應義塾大学 

経済学部を定年退職するのにともない， 

本学会を退会する会員の略歴•著作目録 

を次頁以下に掲載します。

本誌編集委員会



島田晴雄教授略歴•著作目録

生年月日

1 9 4 3年 2 月2 1 日 （東京）

学 歴  

1958 年 3 
1 9 6 1年 3 
1965 年 3 
1967 年 3 
1970 年 3 
1974 年 1

留 学  

1967 年 9 
1970 年 9

学 位  

1967 年 3 
1974 年 6

職 歴

1967 年 4 月 〜 1975 年 3 月

1975 年 4 月 〜 1982 年 3 月

1978 年 5 月 〜 1982 年 3 月

1982 年 4 月

1986 年 3 月 〜 1986 年 12月
1987 年 1 月 〜 1987 年 3 月

2000 年 6 月 〜 2003 年 3 月

2004 年 4 月

慶應義塾普通部卒業

慶應義塾高等学校卒業

慶應義塾大学経済学部卒業

慶應義塾大学大学院経済学研究科修士課程修了

慶應義塾大学大学院経済学研究科博士課程修了

ウイスコンシン大学博士課程修了

1 9 7 0年 8 月 コ ー ネ ル 大 学 （アメリカ合衆国）

1 9 7 4年 3 月ウイスコンシン大学（アメリカ合衆国）

修 士 （経済学）慶應義塾大学経済学研究科

P h .D  (博士）（労使関係学）アメリカ合衆国ウイスコンシン大学

慶應義塾大学経済学部助手

慶應義塾大学経済学部助教授

経済企画庁経済研究所客員主任研究官

慶應義塾大学経済学部 教授

マサチューセッツ工科大学訪問教授

E S S E C  (経済経営グランゼコール）（フランス）交換教授

東京大学先端科学技術研究センター客員教授

株式会社富士通総研経済研究所理事長
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役 職 歴

川崎市市政アドバイザー（2 0 0 3年 11月）

北海道顧問（2 0 0 3年 11月）

観 光 立 国 懇 談 会 委 員 （2 0 0 3年）

内閣府特命顧問（2 0 0 1年 9 月- 2 0 0 6年 9 月）

経済財政諮問会議（内閣府専門委員（2 0 0 1年）

男女共同参画会議（内閣府専門委員（2 0 0 1年）

証券投資者保護基金理事（1 9 9 9年 11月- 2 0 0 2年 3 月）

財団法人社会経済生産性本部理事（1 9 9 9年 6 月）

財政制度等審議会委員（1 9 9 5年 11月）

ILO  (国際労働機関）IILS (国際労働研究所） 運営委員（1 9 9 5年 6 月） 

産 業 構 造 審 議 会 委 員 （1 9 9 4年 11月- 2 0 0 1年 3 月）

対日投資会議専門部会部会長（1 9 9 4年 6 月）

政府行政改革推進本部規制緩和検討委員会委員（1994- 1 9 9 5年）

政府税制調査会委員，特別委員（1 9 9 3年 4 月- 2 0 0 6年 10月）

日本労使関係研究協会理事（1 9 9 3年 4 月）

O E C D  (経済協力開発機構） コンサルタント（1 9 8 8年）

経 済 審 議 会 専 門 委 員 （1 9 8 3年- 2 0 0 0年）

受賞学術賞

1 9 8 9年 11月 サ ン ト リ ー 学 芸 賞 （サントリー文化財団）

1 9 8 8年 11月 慶 應 義 塾 賞 （慶應義塾）

1 9 8 3年 11月 福 澤 賞 （江村江太郎，黒田昌裕）（慶應義塾）

1 9 7 5年 11月労働関係図書優秀賞（日本労働協会一読売新聞社） 

1 9 6 9年 6 月 藤 林 （敬三）賞 （日本労務管理研究会）

業 績 表

著 書

(単著)
『雇用を創る構造改革』日本経済新聞社，2 0 0 4年。

『明るい構造改革』日本経済新聞社，2 0 0 1年。

『日本経済滕利の方程式』講談社，2 0 0 1年。
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『「生活直結産業」が日本を救う』N T T 出版，1 9 9 9年。

『マーケットパワー』P H P 研究所，1 9 9 9年。

『日本再浮上の構想』東洋経済新報社，1 9 9 7年。

『JA P A N  C R IS IS』講談社，1 9 9 5年。

『日本改革論〜新産業雇用創出計画〜』P H P 研究所，1 9 9 5年。

『日本の雇用〜2 1 世紀への再設計〜』筑摩書房，1 9 9 4年。

Ja va n  s G u est W orkers, U n iversity  or Tokyo P ress, 1994.
『外国人労働者問題の解決策』東洋経済新報社，1 9 9 3年。

『日本経済の論点』P H P 研究所，1 9 9 3年。

『日本経済矛盾と再生』筑摩書房，1 9 9 1年。

『日本企業 • 次なる変革』P H P 研究所，1 9 9 1年。

『仕事とくらしの経済学』放送大学教育振興会，1 9 9 0年。

『ヒューマンウェアの経済学』岩波書店，1 9 8 8年。

『労働経済学』岩波書店，1 9 8 6年。

『フリーランチはもう食えない』日本評論社，1 9 8 4年。

E arrnnqs S tru c tu re  and  h u m a n  In ve s tm en t,  K o gaku sha , 1981.
『労働経済学のフロンティア』東京:総合労働研究所，1 9 7 7年。

共著)
『少子化克服への最終処方箋』（共著渥美由喜）ダイヤモンド社，2 0 0 7年。

『成功する！ 「地方発ビジネス」の進め方』（共 著 N T T データ経営研究所）かんき出版，2 0 0 6年。 

『日本を元気にする健康サービス産業』（共著健康サービス産業創造研究会）東洋経済新報社，2 0 0 4年。 

『めしのタネ発見地図ビジネスチャンスが変わった』（共 著 伊 藤 滋 ，小宫山宏）かんき出版，2 0 0 4年。 

『住宅市場改革』（共著住宅市場研究会ワーキンググループ）東洋経済新報社，2 0 0 3年。

『痛みの先に何があるのか』（共 著 吉 川 洋 ）東洋経済新報社，2 0 0 2年。

『新生日本のシナリオ』（共著）経済界，2 0 0 0年。

『高齢少子化社会の家族と社会』（共著フジタ未来経営研究所）N T T 出版，2 0 0 0年。

『行政評価』（共著三菱総合研究所政策研究部）東洋経済新報社，1 9 9 9年。

『産業創出の地域構想』（地域経済研究グループ）東洋経済新報社，1 9 9 9年。

『法人課税改革』（共著通産省研究グループ）東洋経済新報社，1 9 9 8年。

『2 1 世紀ビジネスはこうなる』（ロワン • ギブソン編）シュプリンガー• フェアラーク東京株式会社，1 9 9 7年。 

『労働市場改革』（共 著 太 田 清 ）東洋経済新報社，1 9 9 7年。

『日本産業二十一世紀への新戦略』（共著野村総合研究所産業構造研究グループ）P H P 研究所，1 9 9 6年。
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『ストップ • ザ • 日米摩擦』（共 著 南 条 俊 ニ • 近藤剛 • 竹森俊平 • 田村次期）岩波書店，1 9 9 5年。

『安全と安心の経済学』（共著大田弘子）岩波書店，1 9 9 5年。

『アメリカ財政と世界経済』（共著山ロ光秀）東洋経済新報社，1 9 9 4年。

『日本経済の課題と展望』（共 著 叶 芳 和 • 野ロ悠紀夫 • 斉藤精一郎）岩波書店，1 9 9 3年。

『開花するフイランソロピー』（共 著 山 田 太 門 • 塩澤修平 • 細田衛士他）T B S プリタニ力，1 9 9 3年。 

『仕事と暮らしの経済学』（共 著 清 家 篤 ）岩波書店，1 9 9 2年。

『責任ある平和主義を考える』（共 著 岡 本 行 夫 • 井尻千男 • 木村昌人）P H P 研究所，1 9 9 1年。

『国際経営と異文化コミュニケーション』（共著本田敬吉）東洋経済新報社，1 9 9 1年。

『労働市場機構の研究』（共 著 清 家 篤 • 古郡鞍子 • 酒井幸雄 • 細川豊秋）経済企画庁経済研究所，研究シリー 

ズ第 3 7 号，1 9 8 1年。

E co no m ic  P o licy  a nd  G eneral In terdependence . (co -au thors: K o ta ro  T su jim u ra , M asah iro  K u ro d a), 
M cG raw H ill-K o gakusha, 1981.

論文

「地方自治と税•財政システム一自治体三種編成のすすめ一」『地方税執行5 0 周年記念論文集』自治省，2 0 0 1年。 

「生活サービスは2 1 世紀の成長産業一5 3 0万人の雇用が創出できる」『日本の論点2002』文藝春秋 2 0 0 1年 

1 1 月，pp .222—225。
“c h a n g in g  B usiness P rac tic es , R erorm s an d  N ew  B usiness F ron tie rs  : W h a t J a p a n  a n d  th e  U nited  
S ta te s  C an  L ean  from  one A n o th e r” M ansfield  L ectu r, 2 0 0 1年 10 月。

「外国人労働力を導入すべきか一少子，高齢化を前に導入は必至。まず移民法の整備に着手せよ」『日本の論 

点 2001』文藝春秋，2 0 0 0年 1 1 月，pp .328—331。
「税制への直言（後）民間の活力生かす新時代への税制再改革」『旬刊国税解説速報』第 1 4 9 2号，（株）国 

税解説協会，2 0 0 0年 3 月。

「税制への直言（前）民間の活力生かす新時代への税制再改革」『旬刊国税解説速報』第 1 4 9 0号，（株）国 

税解説協会， 2000 年 2 月。

「経済が求める司法改革」『中央公論』2 0 0 0年 1 月号，中央公論社，2 0 0 0年 1 月。

「段階別分野別法曹資格養成制度の提案」『ジュリスト』N o.1170，有斐閣，2 0 0 0年 1 月，p p .1 3 8 -1 3 9。 
「日本経済再生の条件一失業の怖くない社会の構築を」『アステイオン』1999 N o.52, T B S プリタニ力，1999 
年 1 1 月，p p .1 7 1 -1 8 1。
「生産革新の時代から分配革新の時代へ」『人口減少社会，未来への責任と選択』，ぎょうせい，1 9 9 8年， 

p p .9 7—109。
「繁栄か衰退か一日本の将来を決める政策の選択一」『2 0 2 5年の日本システム』，（財）厚生年金事業振興団 

助成研究事業，1 9 9 8年，p p .5 6 -6 9。
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「日本再浮上の構想」『Voice』’9 8 .2 月号，P H P ，1 9 9 8年，p p .5 6 -6 9。
“In d u s tr ia l an d  E m plo y m en t S tru c tu re s  in  th e  A sia-Pacific R egion  an d  J a p a n ’s New In d u s try  an d  
Jo b  C re a tio n  P la n ,” J a p a n ’s N a tio n a l In te re s ts  D efined. FA IR , A p ril 1997, pp .182 -190 .
“T h e  S ignificance o f th e  O k inaw a Issue ,” J a p a n  in  th e  U .S .-Jap an  S ecurity  R elatio ns1997  Tokyo 
C onference. J a n u a ry  1997, T h e  U .S .-Jap an  F o u n d a tio n /T h e  J a p a n  F o u n d a tio n / T h e  Y om iuri Shin- 
bu n , pp . 25-41.
「司法基盤の強化と法曹人口の増員」『ジュリスト』No. 1083, 1 9 9 6年 2 月，pp .89—93。
“T h e  E conom ics o f A g ing ,” The E co n o m is t., J a n u a ry /F eb ru a ry  1996.
「「安心保障システム」の提唱」『中央公論』5 月号，中央公論社，1 9 9 5年 5 月，p p .6 2 -7 4。
「雇用と賃金：メガトレンドを超えて」『経済セミナー』日本評論社，1 9 9 5年 1 月，pp .17—21。
「わが国におけるI L O の今日的意義」『世界の労働』1 0 月号，（財）日本 I L O 協会，1 9 9 4年 1 0 月，p p .8 -1 3。 
「新産業 • 雇用創出計画を急げ」『中央公論』1 月号，中央公論社，1 9 9 4年 1 月，p p .4 8 -6 2。
「日本型経営の死角と再建」『週刊東洋経済』4 月 1 0 日号，東洋経済新報社，1 9 9 3年 4 月，p p .1 1 4 -1 2 0。 
「労働時間の短縮と企業行動の改革」『労働力の供給制約と需給調整の総体的メカニズム』（雇用促進事業団） 

1993 年，p p .6 —38。
「労働組合のチェック機能」『ビジネスレビュー』Vol.40 N o .3 ,一橋大学産業経営研究所，1 9 9 3年，p p .1 8 -2 9。 
“Jap an ese  C ap ita lism ,” Japan  Echo. Vol.9, N o.2, J a p a n  Echo Inc., Ju n e  1992, pp .28—32.
「日本の外国人労働者雇用」『日本労働研究雑誌』N o .3 9 0 ,日本労働協会，1 9 9 2年 6 月，p p .9 2 -9 9。
「敵は本能寺にあり」『週刊東洋経済』4 月 1 8 日号，東洋経済新報社，1 9 9 2年 4 月，p p .9 8 -1 0 3。
「日本型組合主義の限界」『週刊東洋経済』4 月 1 1 日号，東洋経済新報社，1 9 9 2年 4 月，p p .6 4 -6 8。 
“S tru c tu ra l  C hang e an d  In d u s tr ia l R elatio ns: J a p a n ,” A lan  G lad sto n e , H oyt W heele r, Jacqu es  
R o jo t, F rancois E y ra u d  an d  R u th  B en-Israel, ed ., Labor R e la tio n s  in  a C hanging E n v iro n m en t. 
B erlin , W alte r de G ru y te r , J a n u a ry  1992, pp .233 -2 42 .
“T h e  R ap id  Increase  of Foreign W orkers in  th e  Jap an ese  E conom y,” F in a n c ia l D igest, N o .13 , J a p a n  
C re d it R a tin g  A gency, LTD , J a n u a ry  1992, pp .1 —5.
「企業の社会的役割」『ファイナンシャル• レビュー』第 2 1 号，大蔵省財政金融研究所，1 9 9 1年 1 1 月，p p .1 -1 4。 
「外国人労働者の安易な受け入れは危険」『エコノミスト』8 月 2 6 日号，毎日新聞社，1 99 1年 8 月，p p .1 0 2 -1 0 5。 
「P セクターの育成でより豊かに」『エコノミスト』5 月 7 日号，毎日新聞社，1 9 9 1年 5 月，pp .7 8—81。 
“S tru c tu ra l Policies in  J a p a n ,” Sam uel K ernell, ed ., P arallel P o litics. T h e  B rookings In s titu tio n , 
J a n u a ry  1991, pp .281 -3 21 .
“T h e  E m ploy m en t of Foreign L ab o r in  J a p a n ,” A nn a ls . N o.513, A A P S S , J a n u a ry  1991, pp .117—129.
「いまこそ企業行動に新たな価値基準を」『中央公論』5 月号，中央公論社，1 9 9 0年 5 月，p p .1 8 3 -1 9 9。
「高賃金国日本の経営革新」『週刊東洋経済』東洋経済新報社，1 9 9 0年 4 月，p p .2 6 -3 8。
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“T h e  L abo r S h o rtag e  an d  W orkers from  A b ro ad ,” Japan  Echo. Vol.17, N o.1, J a p a n  Echo Inc., 
M arch  1990, p p .57-62 .
「日本の対外政策の国内基盤」『国際問題』3 月号，東洋経済新報社，1 9 9 0年 3 月，p p .3 1 -4 4。
「歪み是正の好機としての9 0 年春闘」『エコノミスト』毎日新聞社，1 9 9 0年 2 月，p p .10 —15.
“L abo r P rob lem s of Jap an ese  co m pan ies A b ro ad ,” Japan  Labor B u lle tin . IsS N 0021-4469, T he
J a p a n  In s t i tu te  of L abo r, Jan u a ry , 1990, p p .5 —8.
“T h e  D esp era te  N eed  for New V alues in  Jap an ese  C o rp o ra te  B ehav io r,” Jo u rn a l o f  Japanese S tud ies. 
S ociety  for Jap an ese  S tud ies, J a n u a ry  1990, pp .107—125.
“S tru c tu ra l A d a p ta tio n  of th e  Jap an ese  E conom y a n d  L ab o r M ark e t,” Jap an ese  E m plo y m en t in  
th e  C o n tex t o f a  C hang in g  E conom y an d  Society. P a p e r  p re sen te d  a t  O rg a n iza tio n  for E conom ic 
C o -o p era tio n  an d  D evelopm ent, P aris , O c to b e r 1989.
「豊かさを考える」『日本労働協会雑誌』N o .3 5 8 ,日本労働協会，1 9 8 9年 7 月，p p .2 -1 4。
教育訓練面での受け入れを『週刊東洋経済』7 月 8 日号，東洋経済新報社，1 9 8 9年 7 月，p p .4 6 -50 . 
“’H u m an w are ’ Technology an d  In d u s tr ia l R e la tio n s ,” P a p e r  p resen ted  a t In te rn a tio n a l C onference 
on  Science, T echnology an d  E conom ic G row th , O E C D , P aris , Ju n e  1989.
“Jap an ese  M anag em en t o f A u to  P ro d u c tio n  in  th e  U n ited  S ta te s ,” Jap an ese  In v estm en t in  th e  
U n ited  S ta te s , T h e  S ociety  o f Jap an ese  S tud ies, J a n u a ry  1989.
“Jap an ese  C o rp o ra te  C u ltu re : Lessons from  Foreign D irec t In v es tm e n t,” D iscussion p a p e r  for Oiso 
C onference on  Social C hnag es in  J a p a n  an d  th e  U n ited  S ta te s: Im p lica tio n s  for th e  B ila te ra l R ela 
tio n sh ip , D ecem ber 1988.
“Jap an ese  d irec t In v estm en t in  A u to m o b ile  M an u fac tu rin g  in  N o rth  A m erica: A  P erspec tiv e  from  
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